
1 

 

村上市の保育の課題について 

 

 

１ はじめに 

 

 村上市の人口は平成２０年合併時の７０，０１９人から減少し続けており、令和２年４月現在では５８，

８２７人と１２年間で１万人以上減少しており、人口減少と少子高齢化の進行が大きな問題となっており

ます。出生数の減少や若者の県外流出により急激な人口減少が課題となる中、女性の社会進出に伴う低年

齢児の保育ニーズが増加しており、育児休業明けなど年度途中において、希望する保育園に入園すること

が出来ない状況もあります。 

 これを解消するため、民間保育施設の認可を行って受け皿を増やし、また既存の保育園での受け入れ拡

充の検討を行いましたが、保育士不足などにより依然として解消されない状況にあります。 

 これらの状況を踏まえ、本市のこれまでの保育施策において抱える問題点や課題などを整理し、今後の

保育園等のあり方について検討を行う必要があります。 

 
 

２ 老朽化等に伴う施設整備 

 

①保育園 

 村上地区の第一保育園、第二保育園、山居町保育園は昭和５０年代に建設された建物で老朽化が進行し

ており、これまで適宜、施設修繕を行って参りましたが、修繕費がかさみ対応に困難をきたしている状況

となっております。建築後４０年近くが経過し老朽化が進行する中において、良好な保育環境と児童の安

全を確保するためにも建て替えなど施設整備が急務となっております。 

 荒川地区の金屋保育園は、平成２７年度に３歳未満児の受入れ拡充のため増築改修工事を行いましたが、

今後、入園児童数の推移や老朽化の状況を勘案しながら改修の検討を行う必要があります。 

 朝日地区は、平成２９年度に統廃合を行い、平成３０年度に舘腰保育園の大規模改修を行いました。今

後、高南保育園と猿沢保育園についても、入園児童数の推移や老朽化の状況を勘案しながら改修の検討を

行う必要があります。 

 
 

②学童保育所 

【村上地区】 

 南町学童保育所となんしょうクラブについては、第２次村上市保育園等施設整備計画に基づき検討を進

めてまいりましたが、具体的な計画を出すまでには至りませんでした。今後は、利用児童数の推移をみな

がら、その手法等も含め検討を行う必要があります。 

 また、山辺里学童保育所は、山辺里小学校内の一部を利用しておりますが、対象児童の学年を小学６年

生まで拡充したことや地区での宅地開発に伴い、昨年度までは利用児童数が増加しており、施設の拡大を

必要としております。今後は、利用児童数の推移をみながら、学校の空き教室の活用も視野に入れて検討

を行う必要があります。 

 
 

資料３ 
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【荒川地区】 

 平成２７年度に保内学童保育所を新築し、定員を７０人としましたが、年々登録者数が増加しており、

施設の拡大が必要とされております。今後は、利用児童数の推移をみながら、学校の空き教室の活用も視

野に入れて検討を行う必要があります。あわせて、指定管理者制度の導入等による民間活力を活かした運

営を行う必要があります。 

 

【神林地区】 

 神林学童保育所は、併設している神林子育て支援センターと併せて、平成２９年度から指定管理者制度

の導入を行っております。建物が平成３年に建設した旧西神納保育園を利用しており、老朽化が進んでき

ていることから、建て替えや移転、空き教室や空き施設の利活用などを検討する必要があります。 

 

 

【朝日地区】 

 朝日学童保育所は、昭和６３年に奥三面ダム発電所建設事務所として新潟県が建築したものを払い下げ

た建物で、１階部分を学童保育所として利用しております。施設の老朽化が進んでいることから、建て替

えや移転、空き教室や空き施設の利活用などを検討する必要があります。 

 

 

③病児保育 

 平成２９年７月に荒川地区にあらかわ病児保育センターを開所し、令和２年１２月には村上地区にむら

かみ病児保育センターを開所予定としており、いずれも指定管理者制度により運営します。今後は、山北

地区をカバーするための検討が必要となります。 

 

 

④子育て支援センター 

 子育て支援センターは市内に６か所設置済みで、その内の荒川子育て支援センター、神林子育て支援セ

ンター、山北子育て支援センターの３か所は指定管理者で管理運営を行っており、朝日子育て支援センタ

ー、山辺里子育て支援センター、上海府朝日子育て支援センターは市直営で運営を行っております。利用

対象児童が就学前児童のみとなっており、小学生の兄弟と一緒に利用することが出来ないことや、休日の

利用希望もあるため運営方法について検討する必要があります。また、神林子育て支援センターの建物が

平成３年に建設した旧西神納保育園を利用しており、老朽化が進んできていることから、建て替えや移転、

空き教室や空き施設の利活用などを検討する必要があります。 

 

 

⑤屋内遊び場 

 天候に左右されない屋内の遊び場については以前よりニーズが高く、平成３１年１月に実施した、第２

期村上市子ども・子育て支援事業計画に係るニーズ調査では、積極的に進めるべき、今以上に充実すべき

の合計で、就学前児童保護者では９４．７％、小学生保護者では８９．３％と非常に高い結果となりまし

た。今後は小中学校の統廃合により空いた校舎などの利活用も含めて検討する必要があります。 
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３ 人口減少への対応 

 

児童数（０歳～１１歳）の推移                      （各年４月１日現在） 

学 齢 平成 28年 平成 29年 平成 30年 平成 31年 令和２年 比較 R2-H28 

０歳 ３４０ ３２９ ３１４ ２４４ ２６９ △７１ 

１歳 ３６４ ３５０ ３３７ ３２５ ２５９ △１０５ 

２歳 ３７３ ３６９ ３４４ ３３５ ３３６ △３７ 

３歳 ４０３ ３７０ ３７３ ３３９ ３３９ △６４ 

４歳 ３９６ ３９６ ３６３ ３７０ ３４４ △５２ 

５歳 ４１５ ３９６ ３９６ ３６３ ３６８ △４７ 

小計 ２，２９１ ２，２１０ ２，１２７ １，９７６ １，９１５ △３７６ 

６歳 ３７９ ４１０ ３９３ ３９４ ３６８ △１１ 

７歳 ３８７ ３８３ ４１０ ３９２ ３９４ ７ 

８歳 ４４２ ３９０ ３８２ ４０９ ３９１ △５１ 

９歳 ４７７ ４４４ ３８５ ３７９ ４０８ △６９ 

10歳 ４６３ ４８２ ４４８ ３８４ ３７９ △８４ 

11歳 ４８３ ４６４ ４８０ ４４５ ３８６ △９７ 

合計 ４，９２２ ４，７８３ ４，６２５ ４，３７９ ４，２４１ △６８１ 

 

 ０歳～１１歳までの児童数は５年間で６８１名減少しております。７歳以外は各年齢層で減少しており、

毎年１００名以上減少し続けています。神林地区で一時微増した年もありましたが市内全体をみると、今

後も人口減少と少子高齢化の流れは続くものと予想されます。 

 これまで、保育園の適正規模を維持するために統廃合を行って参りましたが、これからも子どもの利益

を最優先に考えて、施設の老朽化や入園児童数の推移、地域事情等に配慮しながら総合的に勘案して統廃

合を行っていく必要があります。また、その際には民間活力の導入についても検討を行います。 

 

４ 保育園入園児童数の状況 

 

 保育園入園児童数は、平成２８年４月で１，５２３名に対し令和２年４月では１，４１６名と５年間で

１０７名減少しています。また、令和２年４月１日現在の公立保育園の入園状況は公立保育園１４か所の

定員１，６５０名に対し、１，３１７名が入園しており入園率は７９．８％となっております。全１４園す

べてが定員割れとなっておりますが、平成２８年４月１日の公立保育園での入園児童数は３歳未満児が４

１６名に対して令和２年４月１日では４１９名と児童数が減少しても３歳未満児数は増えております。今

後、統廃合を行う際にはその受入れについて十分配慮する必要があります。 
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（公立保育園入園児童 各年４月１日現在 単位：名） 

 ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児 計 

平成 28年度 ４７ １６２ ２０７ ３３３ ３４０ ３５５ １，４４４ 

令和２年度 ５２ １４５ ２２２ ２９７ ２８７ ３１５ １，３１７ 

差(R2-H28) ５ △１７ １５ △３６ △５３ △４０ △１２７ 

５ ３歳未満児保育ニーズの増加 

 

 前述のとおり、全体的に３歳未満児の保育ニーズが高く、今後もこの傾向が続くものと思われます。こ

れに対応するため、保育士の適正配置を行うための確保方策を行うとともに、統廃合を行う際には低年齢

児保育のニーズを十分配慮する必要があります。 

 

６ 公立保育園職員の状況 

 

 令和２年４月１日現在の公立保育園の保育士数は、正規保育士が８０名、有資格の会計年度任用職員が

５８名、無資格の会計年度任用職員が４９名で、正規職員率は４２．７８％となっており、有資格者率は

７３．８０％となっているのが現状です。平成２８年４月１日現在の正規職員率が３９．３４％でしたの

で３％以上向上はしておりますが、引き続き率の向上に向けて取り組んでいく必要があります。 

 

７ 有資格者の掘り起こし 

 

 依然として慢性的な保育士不足が続いており、保育士確保が急務となっております。これまで行ってき

た市報やホームページなどの媒体による募集や、保育士等の子どもを優先的に保育園等が利用できるよう

な入園調整の優遇制度などを活用しながら掘り起こしに取り組んでいく必要があります。 

 

８ 派遣保育士の活用 

 

 令和元年度より派遣保育士の導入を行っておりますが、募集を行っても人材の確保が思うようには出来

ませんでした。今後は円滑な派遣保育士の導入を図るため、その手法等について検討を行っていかなけれ

ばなりません。 

 


